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(a) 10

，ミ(57) Abstract: he purpose o i the present invention i s to find a method for controlling relative permittivity more accurately and to
provide an adhesive sheet i n which the relative permittivity i s controlled by said controlling method. The present invention relates t o

¾ a laminated adhesive sheet including at least a first adhesive agent layer and a second adhesive agent layer, wherein the absolute
も value o f the difference in relative permittivity at a frequency o f 1 MHz between the first adhesive agent layer and the second adhes -

ive agent layer i s 0.5 or greater. The present invention also relates to a laminated adhesive sheet comprising a first adhesive agent
layer in which the relative permittivity at a frequency o f 1 MHz i s less than 4 , and a second adhesive agent layer i n which the relative
permittivity at a frequency of 1 MHz i s 4 or greater.

2 (57) 要約： 本発明は、比誘電率 をよ り正確 に制御す る方法 を見出 し、その制御方法 によって、比誘電率が
制御 された粘着 シー トを提供す ることを課題 とす る。本発明は、少な くとも第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着
剤層 を有す る積層粘着 シ一 卜で あって、第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H Z にお ける比誘
電率の差の絶対値が 0 . 5 以上であることを特徴 とす る積層粘着 シー トに関す る。 さらに、本発 明は、周
波数 1 M H z における比誘電率が 4 未満の第 1 の粘着剤層 と、周波数 1 M H z にお ける比誘電率が 4 以上
の第 2 の粘着剤層を有す ることを特徴 とす る積層粘着 シ一 卜に関す る。



明 細 書

発明の名称 ：積層粘着シー ト及び積層体

技術分野

[0001 ] 本発明は、積層粘着シー ト及び積層体に関する。具体的には、本発明は、

比誘電率が制御された積層粘着シー 卜であって、所望の粘着性を発揮 し得る

積層粘着シ一 卜に関する。

背景技術

[0002] 近年、様々な分野で、液晶ディスプレイ （L C D ) などの表示装置や、タ

ッチパネルなどの表示装置と組み合わせて用いられる入力装置が広く用いら

れるようになってきている。これらの表示装置や入力装置の製造においては

、光学部材を貼 り合せる用途に透明な両面粘着シー トが使用されており、表

示装置と入力装置との貼合にも透明な両面粘着シ一 卜が使用されている （例

えば、特許文献 1 〜 3 ) 。

[0003] このような表示装置や入力装置においては、粘着シ一 卜には粘着物性が求

められるだけではなく、絶縁特性等の様々な機能が要求される。例えば、特

許文献 4 には、誘電率の異なる積層型の粘着シ一 卜が開示されている。また

、特許文献 5 には、特定の誘電率や誘電正接を有する単層型の粘着シー トが

開示されている。このように、粘着シ一 卜の誘電率をコン トロールすること

によってタツチパネルの動作性能等を高めることが提案されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 3 _ 2 3 8 9 1 5 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 3 —3 4 2 5 4 2 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 4 _ 2 3 1 7 2 3 号公報

特許文献4 ：特許 4 0 9 3 3 5 5 号公報

特許文献5 ：国際公開 2 0 1 0 / 1 4 7 0 4 7 号パ ンフ レツ 卜

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[0005] 上述 したように、表示装置や入力装置において要求される性能に応 じて、

粘着シ一 卜の誘電率は、所定の範囲となるように制御されることが求められ

ている。 しか しながら、比誘電率は物質固有の物性値であるため精度よく制

御することは必ず しも容易ではなく、比誘電率をより正確に制御する方法を

見出すことが求められていた。

[0006] そこで本発明者 らは、このような従来技術の課題を解決するために、比誘

電率をより正確に制御する方法を見出し、その制御方法によって、比誘電率

が制御された粘着シ一 卜を提供することを目的として検討を進めた。

課題を解決するための手段

[0007] 上記の課題を解決するために鋭意検討を行った結果、本発明者 らは、少な

くとも第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を有する積層粘着シー トにおいて、

第 1 の粘着剤層の比誘電率及び厚みと、第 2 の粘着剤層の比誘電率及び厚み

を特定の条件となるように調整することによって、積層粘着シ一 卜の比誘電

率を調整できることを見出した。このようにして、本発明者 らは、比誘電率

が制御された積層粘着シー トを得ることに成功 し、本発明を完成するに至つ

た。

具体的に、本発明は、以下の構成を有する。

[0008] [ 1 ] 少なくとも第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を有する積層粘着シ一 卜

であって、前記第 1 の粘着剤層と前記第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H z にお

ける比誘電率の差の絶対値が 0 . 5 以上であることを特徴とする積層粘着シ

- 卜。

[ 2 ] 少なくとも第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を有する積層粘着シー ト

であって、周波数 1 M H z における比誘電率が4 未満の第 1 の粘着剤層と、

周波数 1 M H z における比誘電率が4 以上の第 2 の粘着剤層を有することを

特徴とする [ 1 ] に記載の積層粘着シー ト。

[ 3 ] 前記第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率が 3 未満であ

ることを特徴とする [ 1 ] 又は [ 2 ] に記載の積層粘着シ一 卜。



[ 4 ] 前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の各層の厚みが 1 O m以

上であることを特徴 とする [ 1 ] 〜 [ 3 ] のいずれかに記載の積層粘着 シ一

[ 5 ] 前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の厚みの比 は、 1 : 9 9 〜

9 9 ： 1 であることを特徴 とする [ 1 ] 〜 [ 4 ] のいずれかに記載の積層粘

着 シ一 卜。

[ 6 ] 前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層は、 アク リル系粘着剤層で

あることを特徴 とする [ 1 ] 〜 [ 5 ] のいずれかに記載の積層粘着 シ一 卜。

[ 7 ] 前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層は、 （メタ）アク リル酸 ェ

ステル を含む ことを特徴 とする [ 1 ] 〜 [ 6 ] のいずれかに記載の積層粘着

シ一 卜。

[ 8 ] さ らに第 3 の粘着剤層 を有することを特徴 とする [ 1 ] 〜 [ 7 ] のい

ずれかに記載の積層粘着 シ一 卜。

[ 9 ] さ らに樹脂層 を有することを特徴 とする [ 1 ] 〜 [ 8 ] のいずれかに

記載の積層粘着 シー 卜。

[ 0 ] 前記樹脂層は、前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の間に設

け られることを特徴 とする [ 9 ] に記載の積層粘着 シ一 卜。

[ 前記樹脂層の上 に前記第 1 の粘着剤層が積層 され、前記第 1 の粘着

剤層 を介 して前記樹脂層 とは反対側 に前記第 2 の粘着剤層が積層 されること

を特徴 とする [ 9 ] に記載の積層粘着 シ一 卜。

[ 1 2 ] 前記樹脂層の周波数 1 M H z における比誘電率が 2 〜 1 0 であるこ

とを特徴 とする [ 9 ] 〜 [ 1 1 ] のいずれかに記載の積層粘着 シ一 卜。

[ 1 3 ] [ 1 ] 〜 [ 1 2 ] のいずれかに記載の積層粘着 シ一 卜が、少な くと

も 1 つの光学部材 に貼着 され形成 されることを特徴 とする積層体。

[ 1 4 ] 前記光学部材の少な くとも 1 つが I T O ガ ラス又は I T O フ イル ム

であることを特徴 とする [ 1 3 ] に記載の積層体。

[ 1 5 ] 少な くとも 2 層の粘着剤層 を有する積層粘着 シー トの比誘電率 を調

整する方法であ って、前記積層粘着 シ一 卜は、周波数 1 M H z における比誘



電率が 4 未満の第 1 の粘着剤層 と、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 以

上の第 2 の粘着剤層 を有 し、第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘

電率及び厚み と、第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚

みをそれぞれ調整することによって、前記積層粘着 シ一 卜の比誘電率 を調整

することを特徴 とする比誘電率調整方法。

[ 1 6 ] 前記第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚み と

、前記第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚みは、下記

式 （1 ) を用いて調整 されることを特徴 とする [ 1 5 ] に記載の比誘電率調

整方法。

[数 1]

(式 （1 ) 中、 ε は、積層粘着 シー ト全体の比誘電率 を表 し、 d は、積層粘

着 シ一 卜全体の厚みを表す。 また、 ε πは、各粘着剤層の比誘電率 を表 し、 d n

は、各粘着剤層の厚みを表す。なお、 n は、粘着剤層の層数 を表す。）

[ 1 7 ] 前記式 （1 ) において、 ε ε が固定されている条件下で、特定の

ε となるように、 d ，〜 d 。を決定することを特徴 とする [ 1 6 ] に記載の比誘

電率調整方法。

[ 1 8 ] 前記式 （1 ) において、 ε πと d nが固定されている条件下で、特定の

ε となるように、 ε ε と、 d ，〜 d 。_ ，を決定することを特徴 とする [ 1 6

] に記載の比誘電率調整方法。

[ 1 9 ] 前記式 （1 ) において、 n は 2 であることを特徴 とする [ 1 6 ] 〜

[ 1 8 ] のいずれかに記載の比誘電率調整方法。

[ 2 0 ] 少な くとも 2 層の粘着剤層 を有する積層粘着 シ一 卜の製造方法であ

つて、 [ 1 6 ] 〜 [ 1 9 ] のいずれかに記載の比誘電率調整方法 によって積

層粘着 シ一 卜の比誘電率 を調節することを特徴 とする積層粘着 シ一 卜の製造



方法。

発明の効果

[0009] 本発明によれば、積層粘着シー トにおいて比誘電率をより正確に制御する

方法を提供することができる。このため、本発明では、所望の比誘電率を有

する積層粘着シ一 卜を得ることができる。また、本発明では、積層粘着シ一

卜において比誘電率を正確に制御することができるため、積層粘着シ一 卜の

生産効率を高めることができ、且つ積層体を製造する際に求められる細かな

ニーズに応える事ができる。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図1] 図 1 は、本発明の積層粘着シー トの概略断面図である。

[ 図2] 図 2 は、本発明の積層粘着シ一 卜の他の態様を表す概略断面図である。

発明を実施するための形態

[001 1] 以下において、本発明について詳細に説明する。以下に記載する構成要件

の説明は、代表的な実施形態や具体例に基づいてなされることがあるが、本

発明はそのような実施形態に限定されるものではない。なお、本明細書にお

いて 「〜」を用いて表される数値範囲は 「〜」前後に記載される数値を下限

値及び上限値として含む範囲を意味する。

[001 2] (積層粘着シー 卜）

本発明は、少なくとも第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を有する積層粘着

シ一 卜に関する。本発明の積層粘着シ一 卜においては、第 1 の粘着剤層と第

2 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率の差の絶対値は 0 . 5 以上

である。また、本発明の積層粘着シ一 卜の第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z

における比誘電率は 4 未満であり、第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H z におけ

る比誘電率は 4 以上であることが好ましい。なお、本発明の積層粘着シ一 卜

は、少なくとも第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を有する両面粘着シー トと

して機能 し得る。

[001 3] 図 1 ( a ) 〜 （d ) は、本発明の積層粘着シ一 卜1 0 の概略断面図である

。図 1 ( a ) 〜 （c ) に示されているように、積層粘着シ一 卜1 0 は、第 1



の粘着剤層 1 と第 2 の粘着剤層 2 を有 する。 図 1 ( a ) 〜 （c ) では、積層

粘着 シー ト1 0 は第 1 の粘着剤層 1 と第 2 の粘着剤層 2 のみか ら構成 されて

いるが、他 の機能層や粘着剤層 を有 していて もよい。例 えば、 図 1 ( d ) に

示 されているように本発 明の積層粘着 シ一 卜1 0 は、第 1 の粘着剤層 1 と第

2 の粘着剤層 2 に加 えて、第 3 の粘着剤層 3 を有 していて もよい。 なお、積

層粘着 シー 卜1 0 が粘着剤層以外の他 の機能層 を有 する場合、第 1 の粘着剤

層 1 、第 2 の粘着剤層 2 及び第 3 の粘着剤層 3 の少な くともいずれかは最外

層 に配置 される。

[0014] 本発 明の積層粘着 シー トにおいては、第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層の

比誘電率 の差 の絶対値 は 0 . 5 以上である。第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤

層の比誘電率 の差 の絶対値 は 1 以上が好 ま しく、 2 以上がよ り好 ま しい。第

の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層の比誘電率差 を上記のような範囲 とすること

によ り、積層粘着 シ一 卜の比誘電率 の調整 を容易 に し、 よ り精度 よ く積層粘

着 シ一 卜の比誘電率 を調整 することがで きる。

[001 5] 本発 明では、第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率 は、 4 未

満であることが好 ま しく、 3 未満であることがよ り好 ま しく、 2 . 5 未満で

あることがさ らに好 ま しく、 2 未満であることがよ りさ らに好 ま しい。第 1

の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率 を上記範囲内 とすることによ

り、積層粘着 シ一 卜全体の比誘電率 をよ り効率 よ く制御 することがで きる。

また、積層粘着 シ一 卜全体の比誘電率 を低 く抑 えることも可能 となる。

[001 6] 第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率 は、 4 以上であること

が好 ま しく、 4 . 5 以上であることがよ り好 ま しく、 5 以上であることがさ

らに好 ま しく、 5 . 5 以上であることがよ りさ らに好 ま しい。 このように、

第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率 と第 2 の粘着剤層の周波

数 1 M H z における比誘電率 と特定の範囲 とすることで、積層粘着 シ一 卜全

体の比誘電率 を制御 することがで きる。

[001 7] なお、本発 明における比誘電率 （ε ) は、 J I S - C - 1 3 8 に規定 さ

れる方法で求め ることがで きる。



[001 8] 第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層の厚みの比は、 1 : 9 9 〜 9 9 : 1 であ

ることが好ましい。このように、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層の厚みを

調整することにより、積層粘着シ一 卜全体の比誘電率をコン トロールするこ

とができる。

[001 9] 本発明の積層粘着シ一 卜では、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を特定の

条件で設けることにより積層粘着シ一 卜全体の比誘電率を制御することがで

きる。具体的には、第 1 の粘着剤層の比誘電率及び厚みと、第 2 の粘着剤層

の比誘電率及び厚みをそれぞれ調整することによって、積層粘着シ一 卜の比

誘電率を制御することができる。

本発明では、第 1 の粘着剤層の比誘電率及び厚みと、第 2 の粘着剤層の比

誘電率及び厚みは、下記式 （1 ) を用いて調整することができる。

[0020] [数2]

[0021 ] ここで、式 （1 ) 中、 ε は、積層粘着シ一 卜全体の比誘電率を表 し、 d は

、積層粘着シ一 卜全体の厚みを表す。また、 ε πは、各粘着剤層の比誘電率を

表 し、 d nは、各粘着剤層の厚みを表す。なお、 n は、粘着剤層の層数を表す

[0022] 本発明では、ある特定の比誘電率を有する積層粘着シー トを形成する際に

は、上記式 （1 ) を用いて第 1 の粘着剤層の比誘電率及び厚みと、第 2 の粘

着剤層の比誘電率及び厚みを算出することができる。すなわち、積層粘着シ

— 卜に要求される比誘電率が決まり、求められる積層粘着シ一 卜の厚さが決

定すれば、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層の比誘電率と厚みを算出するこ

とができる。

[0023] 本発明では、具体的には、下記のような条件下で誘電率を調整することが

好ましい。例えば、上記式 （1 ) において、 ε ε が固定されている条件下

で、特定の ε となるように、 〜づ。を決定することができる。また、上記式



( 1 ) において、 ε πとd nが固定されている条件下で、 ε ε と、 〜づ。

を決定することができる。

このように、積層粘着シ一 卜の態様に合わせて条件を設定することにより

、上記式 （1 ) を用いて、被着体に応 じた粘着物性を有する粘着剤を選択 し

つつ、所望の比誘電率を有する積層粘着シ一 卜を形成することができる。

[0024] なお、本発明では、上記式 （1 ) において、 η は 2 〜 6 であることが好ま

しく、 2 〜 4 であることがより好ましく、 2 又は3 であることがさらに好ま

しい。上記式 （1 ) を用いることにより、 2 層以上の粘着剤層を有する積層

粘着シー 卜の比誘電率を簡便に調整することが可能となる。

[0025] 本発明の積層粘着シ一 卜は第 3 の粘着剤層を有 していてもよい。積層粘着

シー トが第 3 の粘着剤層を有する場合、第 3 の粘着剤層は、隣接 しない第 1

の粘着剤層又は第 2 の粘着剤層と同じ比誘電率を有する粘着剤層であつても

よく、隣接する第 1 の粘着剤層又は第 2 の粘着剤層と同じ比誘電率を有する

粘着剤層であってもよい。すなわち、第 3 の粘着剤層は隣接する粘着剤層と

同じ比誘電率を有 していても、異なる比誘電率を有 していてもよい。また、

第 1 の粘着剤層、第 2 の粘着剤層及び第 3 の粘着剤層がこの順番で積層され

ている場合、第 1 の粘着剤層と第 3 の粘着剤層の比誘電率は同じであっても

よい。

[0026] また、第 3 の粘着剤層は、第 1 の粘着剤層及び第 2 の粘着剤層のいずれと

も異なる比誘電率を有する粘着剤層であってもよい。積層粘着シ一 卜が第 3

の粘着剤層を有する場合、第 3 の粘着剤層の比誘電率と、隣接する第 1 の粘

着剤層や第 2 の粘着剤層の比誘電率との差の絶対値は0 . 5 以上であること

が好ましく、 1以上であることがより好ましく、 2 以上であることがさらに

好ましい。さらに、全ての粘着剤層間の比誘電率の差の絶対値も上記範囲内

であることが好ましい。つまり、第 1 の粘着剤層の比誘電率と第 2 の粘着剤

層の比誘電率の差の絶対値が上記範囲内であることが好ましく、第 2 の粘着

剤層の比誘電率と第 3 の粘着剤層の比誘電率の差の絶対値が上記範囲内であ

ることが好ましく、第 1 の粘着剤層と第 3 の粘着剤層の比誘電率の差の絶対



値が上記範囲内であることが好ましい。

[0027] 積層粘着シー トが 3 層以上の粘着剤層を有する場合、上記式 （1 ) におい

て、 ε ，と ε π、 とd nが固定されている条件下で、 ε ε と、 c d を

決定することもできる。この場合、積層粘着シ一 卜の内側に存在する粘着剤

層の比誘電率と厚みを調整することにより、所望の比誘電率を有する積層粘

着シ一 卜を形成することができる。

[0028] つまり、 n が 3 以上の積層粘着シ一 卜の場合、被着体に接する粘着剤層 （

以下、最外粘着剤層という）として被着体に応 じた適切な粘着物性を有する

粘着剤と厚みを予め設定しておくことが可能であり、かつ上記 （1 ) 式を用

いることで、積層粘着シ一 卜全体の誘電率を所望のものとするための最外粘

着剤層以外の層の厚みを求めることができる。これにより、所望の粘着物性

と誘電率を同時に達成することができる積層粘着シー トが得られる。

[0029] 本発明の積層粘着シー 卜の第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層の各層の厚み

は、 1 0 斗 m以上であることが好ましい。上記下限値以上であれば、積層粘

着シ一 卜全体の比誘電率を精度良く調整することができる。積層粘着シ一 卜

全体の厚みは 2 0 〜 1 O O O mが好ましく、特に最外粘着剤層の厚みは 1

0 〜 1 O O mであることが好ましく、 2 5 〜 5 0 斗 mであることがより好

ましい。最外粘着剤層の厚みを上記範囲内で調整することにより、被着体に

応 じた粘着物性を有する積層粘着シー トとなる。また、本発明の積層粘着シ

一卜が第 3 の粘着剤層を有する場合も、第 3 の粘着剤層の厚みは、上記範囲

内であることが好ましい。

[0030] このように、本発明は、少なくとも 2 層の粘着剤層を有する積層粘着シ一

卜の比誘電率を調整する方法であって、上記式 （1 ) を用いた比誘電率調整

方法に関するものでもある。本発明の比誘電率調整方法を用いることにより

、様々な比誘電率を有する積層粘着シー トを容易に形成することができる。

これにより、積層粘着シ一 卜全体の比誘電率を精度よくコ ン トロール するこ

とができる。

[0031 ] さらに、本発明は、少なくとも 2 層の粘着剤層を有する積層粘着シー トの



製造方法であって、上記式 （1 ) を用いた比誘電率調整方法によって積層粘

着シ一卜の比誘電率を調節する工程を含む積層粘着シ一卜の製造方法に関す

るものでもある。このような製造方法を用いることにより、積層粘着シ一卜

の生産効率を高めることもできる。

[0032] (粘着剤）

第 1の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を形成する粘着主剤としては、表示装置

等の視認性を低下させないように、透明性を有するものを用いることが好ま

しい。例えば、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ポリエステル系粘

着剤、ゴム系粘着剤、ポリウレタン系粘着剤などの公知の粘着剤を使用する

ことができる。中でも、アクリル系粘着剤を用いることが好ましく、ァクリ

ル重合体をべ一スポリマーとして含有するァクリル系粘着剤が好ましい。

[0033] < アクリル重合体>

アクリル重合体は、非架橋性の （メタ）アクリル酸エステル単位と、架橋

性官能基を有するアクリル単量体単位を含有する。ここで、 「単量体単位」

は重合体を構成する繰り返し単位である。 「アクリル単量体」は、 （メタ）

ァクリロイル基を有する化合物である。 「（メタ）ァクリロイル基」は、ァク

リロイル基又はメタクリロイル基であることを示す。また、非架橋性ァクリ

ル単量体は架橋性基を有さないァクリル単量体であり、架橋性単量体は架橋

性基を有する単量体である。架橋性単量体は、非架橋性アクリル単量体と重

合可能なものであればァクリル単量体であっても非ァクリル単量体であって

もよく、アクリル単量体であることが好ましい。なお、架橋性基としては、

カルボキシ基、ヒドロキシ基、アミノ基、エポキシ基、グリシジル基等が挙

げられる。

[0034] 非架橋性アクリル単量体単位としては、例えば、 （メタ）アクリル酸の力

ルポキシ基の水素原子を炭化水素基で置換した （メタ）アクリル酸エステル

単位が挙げられる。本発明では、各粘着剤層は、 （メタ）アクリル酸エステ

ル単位を含むことが好ましい。

[0035] (メタ）アクリル酸エステル単位中の炭化水素基の炭素数は 1 〜 1 8 が好



ましく、 1 〜 8 がより好ましい。なお、炭化水素基は置換基を有 していても

よく、置換基としては、架橋性基を含まないものであれば特に限定されず、

たとえばメ トキシ基、エ トキシ基等のアルコキシ基が挙げられる。

[0036] (メタ）アクリル酸エステルとして具体的には、 （メタ）アクリル酸メチ

ル、 （メタ）アクリル酸ェチル、 （メタ）アクリル酸プロピル、 （メタ）ァ

クリル酸イソプロピル、 （メタ）アクリル酸 n —プチル、 （メタ）アクリル

酸イソプチル、 （メタ）アクリル酸 t —プチル、 （メタ）アクリル酸 n —ぺ

ンチル、 （メタ）アクリル酸 n —へキシル、 （メタ）アクリル酸 2 _ ェチル

へキシル、 （メタ）アクリル酸 n —ォクチル、 （メタ）アクリル酸イソォク

チル、 （メタ）アクリル酸 n —ノニル、 （メタ）アクリル酸イソボルニル、

(メタ）アクリル酸イソノニル、 （メタ）アクリル酸 n —デシル、 （メタ）

アクリル酸イソデシル、 （メタ）アクリル酸 n —ゥンデシル、 （メタ）ァク

リル酸 n — ドデシル、 （メタ）アクリル酸ステアリル、 （メタ）アクリル酸

メ トキシェチル、 （メタ）アクリル酸エ トキシェチル、 （メタ）アクリル酸

シクロへキシル、 （メタ）アクリル酸ベンジルが挙げられる。中でも、接着

性の点からは、アクリル酸 n —プチル、アクリル酸 2 —ェチルへキシル、ァ

クリル酸メチルを用いることが好ましい。これらは 1種を単独で使用 しても

よいし、 2 種以上を併用 してもよい。なお、本発明において、 「（メタ）ァ

クリル酸」とは、 「アクリル酸」及び 「メタクリル酸」の両方を含むことを

意味する。

[0037] 架橋性単量体単位としては、カルボキシ基含有共重合性単量体単位、 ヒド

口キシ基含有共重合性単量体単位、アミノ基含有共重合性単量体単位、グリ

シジル基含有共重合性単量体単位が挙げられる。カルボキシ基含有共重合性

単量体としては、例えば、ァクリル酸、メタクリル酸、クロ トン酸、マレイ

ン酸、フマル酸、ィタコン酸、シ トラコン酸、グラタコン酸などの ， β —

不飽和カルボン酸やその無水物などが挙げられる。

ヒドロキシ基含有共重合性単量体としては、例えば、 （メタ）アクリル酸

2 —ヒドロキシェチル、 （メタ）アクリル酸 4 —ヒドロキシプチル、 （メタ



) アクリル酸 2 —ヒドロキシプロピルなどの （メタ）アクリル酸 ヒドロキシ

アルキル、 （メタ）アクリル酸モノ （ジエチレングリコール）などの （メタ

) アクリル酸 [ (モノ、ジ又はポ リ）アルキレングリコール] 、 （メタ）ァ

クリル酸モノ力プロラク トンなどの （メタ）アクリル酸ラク トンが挙げられ

る。

アミノ基含有共重合性単量体としては、例えば、 （メタ）アクリルアミ ド

、ァリルアミ ドなどが挙げられる。

グリシジル基含有共重合性単量体としては、例えば、 （メタ）アクリル酸

グリシジルなどが挙げられる。

これらの中でも、粘着性、架橋性および重合性、さらには透明導電膜に用

いられるスズ ド一プ酸化ィンジゥ厶ゃ電磁波シール ドに用いられる銅などの

金属の腐食性が小さい点から、 ヒドロキシ基含有共重合性単量体が好ましく

、 （メタ）アクリル酸 ヒドロキシアルキルがより好ましく、 （メタ）ァクリ

ル酸 2 —ヒドロキシェチル、 （メタ）アクリル酸 4 —ヒドロキシプチルが特

に好ましい。

[0038] なお、架橋性単量体単位としてカルボキシ基含有共重合性単量体単位を含

有する場合、酸性が強 くなるため、スズ ド一プ酸化インジウム膜や金属膜等

の腐食性を有する膜が接すると、これらの膜を腐食させることがある。この

ため、腐食防止性の点から、架橋性単量体単位としてカルボキシ基含有共重

合性単量体単位を含有する場合には、その含有率は0 . 5 質量％未満である

ことが好ましく、全 く含まないことがより好ましい。また、積層粘着シ一 卜

全体として、腐食防止性の点から、該アクリル重合体におけるカルボキシ基

含有共重合性単量体単位の含有率は 1 . 0 質量％未満であることが好ましい

[0039] また、アクリル重合体は、非架橋性アクリル単量体単位および架橋性単量

体単位以外のその他の単量体単位を有 してもよい。その他の単量体としては

、 （メタ）アクリロニ トリル、酢酸 ビニル、スチレン、塩化ビニル、 ビニル

ピロリドン、 ビニルピリジンなどが挙げられる。



アク リル重合体 におけるその他 の単量体単位の含有率 は、 0 . 1 〜 2 0 質

量％であることが好 ま しく、 0 . 5 〜 1 0 質量％であることがよ り好 ま しい

。その他 の単量体単位の含有率が上記下限値以上であれば、物性 を容易に調

整で き、上記上限値以下であれば、経時劣化 による黄変な どを防止で きる。

各粘着剤層の比誘電率 は、粘着剤 に用いる樹脂の種類 を適宜選択すること

によ り所望の値 とすることがで きる。例 えば、比誘電率 を上 げる場合 には、

比較的極性の高い （メタ）アク リル酸エステル単位、例 えば （メタ）ァク リ

ル酸 メチル、 （メタ）アク リル酸ェチル、 （メタ）アク リル酸 プロピル、 （

メタ）アク リル酸 イソプロピル、 （メタ）アク リル酸 n —プチル、 （メタ）

アク リル酸 イソプチル、 （メタ）アク リル酸 t —プチルな どを使用するのが

好 ま しい。 中でも透明性や、第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層の密着性の観

点か ら （メタ）アク リル酸 メチル、 （メタ）アク リル酸 n _ プチルが好 ま し

い。

また、架橋性単量体単位 と しては、 同様 に比較的極性の高いカルボキシ基

含有共重合性単量体単位、 ヒ ドロキシ基含有共重合性単量体単位、 アミノ基

含有共重合性単量体単位 を用いればよ く、 カルボキシ基含有共重合性単量体

と しては、例 えば、 ァク リル酸、 メタク リル酸、 クロ 卜ン酸、マ レイン酸、

フマル酸、 ィタコン酸、 シ トラコン酸、 グラタコン酸な どの ， —不飽和

カルボ ン酸やその無水物、 ヒ ドロキシ基含有共重合性単量体 と しては、例 え

ば、 （メタ）アク リル酸 2 — ヒ ドロキシェチル、 （メタ）アク リル酸 4 — ヒ

ドロキシプチル、 （メタ）アク リル酸 2 — ヒ ドロキシプロピルな どの （メタ

) アク リル酸 ヒ ドロキシアルキル、 （メタ）アク リル酸 モノ （ジエチ レング

リコール）な どの （メタ）アク リル酸 [ ( モ ノ、 ジ又はポ リ）アルキ レング

リコール ] 、 （メタ）アク リル酸 モノ力プロラク トンな どの （メタ）ァク リ

ル酸 ラク トン、 アミノ基含有共重合性単量体 と しては、例 えば、 （メタ）ァ

ク リル アミ ド、 ァ リル アミ ドな どが挙 げ られる。 中でも、比誘電率の制御の

しゃすさの観点か ら、分子全体 に占める極性基の割合が高 くなるので （メタ

) アク リル酸 2 — ヒ ドロキシェチル、 （メタ）アク リル酸 4 — ヒ ドロキシプ



チルが好ましい。

[0041 ] 一方、粘着剤層の比誘電率を下げる場合には、極性が低いものを用いれば

よい。例えば （メタ）アクリル酸 2 —ェチルへキシル、 （メタ）アクリル酸

n —ォクチル、 （メタ）アクリル酸イソォクチル、 （メタ）アクリル酸 n _

ノニル、 （メタ）アクリル酸イソノニル、 （メタ）アクリル酸 n —デシル、

(メタ）アクリル酸イソデシル、 （メタ）アクリル酸 n —ゥンデシル、 （メ

タ）アクリル酸 n — ドデシル、 （メタ）アクリル酸ステアリル、 （メタ）ァ

クリル酸シクロへキシル、 （メタ）アクリル酸ベンジル、アクリル酸シクロ

へ キシルゃァクリル酸ィソボルニルなどの脂環式化合物が挙げられるが、中

でも透明性や粘着剤層の密着性の観点から、また、比誘電率が 4 未満を達成

し得ることから （メタ）アクリル酸 2 —ェチルへキシル、 （メタ）アクリル

酸ィソボルニルが好ましい。

[0042] < 架橋剤>

各粘着剤層には、架橋剤が用いられてもよい。架橋剤としては、例えば、

イソシァネ一 卜化合物、エポキシ化合物、ォキサゾリン化合物、アジリジン

化合物、金属キレ一 卜化合物、プチル化メラミン化合物などが挙げられる。

これら架橋剤の中でも、アクリル重合体を容易に架橋できることから、イソ

シァネ一 卜化合物、エポキシ化合物が好ましい。特に、アクリル重合体が架

橋性単量体単位としてヒドロキシ基含有共重合性単量体単位のみを含む場合

は、ヒドロキシ基の反応性からイソシァネ一 卜化合物を用いることが好まし

い。

ィソシァネ一 卜化合物としては、例えば、 卜リレンジィソシァネ一 卜、キ

シリレンジイソシァネ一 卜、へキサメチレンジイソシァネ一 卜、イソホロン

ジイソシァネ一 卜などが挙げられる。エポキシ化合物としては、例えば、ェ

チレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシ

ジルェ一テル、プロピレングリコ一ルジグリシジルェ一テル、ポリプロピレ

ングリコ一ルジグリシジルェ一テル、グリセリンジグリシジルェ一テル、ネ

ォペンチルグリコ一ルジグリシジルェ一テル、 1 ， 6 —へ キサンジォ一ルジ



グリシジルェ一テル、テ卜ラグリシジルキシレンジァミン、 1，3 _ ビス （

N , N —ジグリシジルアミノメチル）シクロへキサン、 卜リメチロ一ルプロ

パンポリグリシジルエーテル、ジグリセ口一ルポリグリシジルエーテル、ポ

リグリセ口一ルポリグリシジルェ一テル、ソルビ卜一ルポリグリシジルェ一

テルなどが挙げられる。架橋剤の含有量は、所望とする粘着物性に応じて適

宜選択することが好ましい。

[0043] [添加剤]

また、各粘着剤層には、必要に応じて、酸化防止剤、金属腐食防止剤、粘

着付与剤、シランカップリング剤、紫外線吸収剤、ヒンダ一ドアミン系化合

物等の光安定剤、充填剤などの他の添加剤が含まれてもよい。

酸化防止剤としては、フエノール系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤、ラ

クトン系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、ィォゥ系酸化防止剤等が挙げられ

る。これら酸化防止剤は 1種を単独で使用してもよいし、 2 種以上を併用し

てもよい。

金属腐食防止剤としては、粘着剤の相溶性や効果の高さから、ベンゾトリ

ァゾ一ル系樹脂が好ましい。

粘着付与剤としては、例えば、ロジン系樹脂、テルペン系樹脂、テルペン

フエノール系樹脂、クマロンインデン系樹脂、スチレン系樹脂、キシレン系

樹脂、フエノール系樹脂、石油樹脂などが挙げられる。

シランカップリング剤としては、例えば、メルカプトアルコキシシラン化

合物 （例えば、メルカプト基置換アルコキシオリゴマー等）などが挙げられ

る。

紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾ卜リアゾ一ル系化合物、ベンゾフ

ェノン系化合物などが挙げられる。

[0044] (樹脂層）

本発明の積層粘着シ一卜は、上述した第 1の粘着剤層、第 2 の粘着剤層及

び第3 の粘着剤層に加えて、さらに樹脂層を有してもよい。樹脂層は、粘着

剤層であってもよく、非粘着性の樹脂層であってもよい。また、単一の層で



あってもよく、複数の層であってもよい。樹脂層が非粘着性の樹脂層である

場合、用いられる樹脂としては光学物性に影響を与えないものが好ましく、

例えばポ リ力一ボネ一 卜、ポ リエチレンテレフタレ一 卜、ポ リメチルメタク

リレ一 卜、ポ リエチレンナフタレ一 卜、シクロォレフインポ リマ一、 卜リア

セチルセルロース、ポ リイミ ド、セルロースァシレ一 卜などが挙げられる。

樹脂層が粘着剤層である場合の粘着主剤は、各粘着剤層に用いられる粘着

主剤と同様、表示装置の視認性を低下させない程度の透明性を有するものが

好ましい。例えば、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ポ リエステル

系粘着剤、ゴム系粘着剤、ポ リウレタン系粘着剤などの公知の粘着剤を使用

することができるが、特に耐久性の観点からは、アルキル基の炭素数が 1 〜

1 8 である （メタ）アクリル酸アルキルエステルを主モノマ一成分とするァ

クリル重合体をべ一スポ リマーとして含有 しているァクリル系粘着剤が好ま

しい。

[0045] 図 2 には、本発明の積層粘着シー ト1 0 の他の態様を表す概略断面図を示

している。図 2 に示されているように、本発明の積層粘着シ一 卜1 0 は、第

1 の粘着剤層 1 と、第 2 の粘着剤層 2 と樹脂層 5 を有する。本発明では、図

2 ( a ) のように、樹脂層 5 を第 1 の粘着剤層 1 と第 2 の粘着剤層 2 の間に

設けてもよい。この場合、樹脂層 5 を介 して両面に粘着剤層が設けられるこ

ととなるため、積層粘着シ一 卜は、両面粘着シ一 卜として機能することがで

きる。

また、図 2 ( b ) のように樹脂層 5 の上に第 1 の粘着剤層 1 を積層 し、第

の粘着剤層 1 を介 して樹脂層 5 とは反対側に第 2 の樹脂層 2 を設けてもよ

し、。この場合、第 2 の粘着剤層 2 が光学部材等の被着物と接着することとな

るため、第 2 の粘着剤層 2 は被着物との接着性に優れた樹脂を含有すること

が好ましい。

[0046] 樹脂層の周波数 1 M H z における比誘電率は、 2 〜 1 0 であることが好ま

しい。樹脂層の周波数 1 M H z における比誘電率をこのような範囲とするこ

とにより、積層粘着シ一 卜の比誘電率の調整を容易にし、より精度よく積層



粘着シ一卜に比誘電率を調整することができる。なお、樹脂層の比誘電率に

ついても用いる樹脂の種類を適宜選択することにより調整することが好まし

い。

[0047] 樹脂層の厚みは、 1 0 〜5 O O mであることが好ましく、 2 5 〜2 5 0

mであることがより好ましい。樹脂層の厚さが上記下限値以上であれば、

積層粘着シー卜全体の比誘電率の制御が容易になり、樹脂層の厚さが上記上

限値以下であれば、積層粘着シ一卜を容易に製造できる。

[0048] (剥離シ一 卜付き積層粘着シ一 卜）

本発明の積層粘着シ一卜は、例えば、剥離シ一卜上に第 1の粘着剤組成物

と第 2 の粘着剤組成物を塗工して塗膜を形成し、該塗膜を加熱して硬化物と

することにより得られる。剥離シ一卜としては、剥離シ一卜用基材と該剥離

シ一卜用基材の片面に設けられた剥離剤層とを有する剥離性積層シ一卜、あ

るいは、低極性基材としてポリエチレンフイルムやポリプロピレンフイルム

等のポリオレフインフイルムが挙げられる。

[0049] 剥離性積層シ一卜における剥離シ一卜用基材としては、紙類、高分子フィ

ル厶が使用される。剥離剤層を構成する剥離剤としては、例えば、汎用の付

加型もしくは縮合型のシリコーン系剥離剤や長鎖アルキル基含有化合物が用

いられる。

シリコーン系剥離剤としては、具体的には、東レ ダウコ一ニングシリコ

—ン社製のB Y 2 4 _ 4 5 2 7、S D — 7 2 2 0 等や、信越化学工業 （株）

製のK S —3 6 0 0 、 K S — 7 7 4 、X 6 2 —2 6 0 0 などが挙げられる。

また、シリコーン系剥離剤中にS i 〇2単位と （C H 3) 3S i 〇1/2単位あるいは

C H 2= C H ( C H 3) S i 〇1/2単位を有する有機珪素化合物であるシリコーン

レジンを含有することが好ましい。シリコーンレジンの具体例としては、東

レ ダウコ一ニングシリコ一ン社製のB Y 2 4 —8 4 3 、S D — 7 2 9 2 、

S H R - 1 4 0 4 等や、信越化学工業 （株）製のK S —3 8 0 0 、X 9 2 -

1 8 3 等が挙げられる。

[0050] 剥離シ一卜は、剥離しやすくするために、第 1の粘着剤層側剥離シ一卜と



第 2 粘着剤層側剥離シ一 卜とで、それぞれ剥離性が異なることが好ましい。

つまり、一方からの剥離性と他方からの剥離性とが異なると、剥離性が高い

方の剥離シー トだけを先に剥離することが容易となる。その場合、貼合方法

や貼合順序に応 じて第 1 の粘着剤層側剥離シー トと第 2 粘着剤層側剥離シー

卜の剥離性を調整すればよい。

[0051 ] 各粘着剤層を形成する粘着剤組成物の塗工は、公知の塗工装置を用いて実

施できる。粘着剤組成物は粘着剤層ごとに塗工 してもよいし、粘着剤組成物

を同時多層塗工することにより2 層以上の粘着剤層を形成 してもよい。塗工

装置としては、例えば、プレー ドコ一タ一、エアナイフコ一タ一、口一ルコ

—ター、バーコ一タ一、グラビアコ一タ一、マイクログラビアコ一タ一、口

ッドブレ一 ドコ一タ一、 リップコ一タ一、ダイコ一タ一、力一テンコ一タ一

等が挙げられる。塗工液には溶媒が含まれる。溶媒としては、例えば、メタ

ノ一ル、エタノール、イソプロパ ノ一ル、 アセ トン、 メチルェチルケ トン、

トルエン、 n —へキサン、 n _ プチルアルコール、メチルイソプチルケ トン

、メチルプチルケ トン、ェチルプチルケ トン、シクロへキサノン、酢酸ェチ

ル、酢酸プチル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテー ト、ェ

チレングリコ一ルモノエチルェ一テル、プロピレングリコ一ルモノメチルェ

—テル、 N —メチル _ 2 _ ピロリドンなどが使用される。これらは 1種以上

を単独で使用 してもよいし、 2 種以上を混合 して使用 してもよい。

塗膜の加熱は、加熱炉、赤外線ランプ等の公知の加熱装置を用いて実施で

きる。

[0052] 樹脂層についても上記の塗工装置を用いて形成することができる。なお、

樹脂層が非粘着性の樹脂層である場合は、公知の方法によつて成型すること

が可能であり特に限定はされないが、 2 軸延伸法、溶融押 し出し法などが好

ましい。

[0053] (積層体）

本発明では、積層粘着シー トを、少なくとも 1 つの光学部材に貼着するこ

とによつて積層体を作製することができる。積層粘着シ一 卜が両面粘着シ一



卜である場合、積層粘着シ一 卜の両面に一対の光学部材を貼合することがで

きる。

[0054] 積層体を構成する光学部材とは、タツチパネルや画像表示装置等の光学製

品における各構成部材である。タツチパネルの構成部材としては、例えば透

明樹脂フイルムに I T O膜が設けられた I T O フイルム、ガラス板の表面に

I T O膜が設けられた I T O ガラス、透明樹脂フイルムに導電性ポ リマ一を

コーティングした透明導電性フイルム、ハー ドコー トフイルム、耐指紋性フ

イルムなどが挙げられる。画像表示装置の構成部材としては、例えば液晶表

示装置に用いられる反射防止フイルム、配向フイルム、偏光フイルム、位相

差フイルム、輝度向上フイルムなどが挙げられる。これらの部材に用いられ

る材料としては、ガラス、ポ リ力一ボネ一 卜、ポ リエチレンテレフタレ一 卜

、ポ リメチルメタクリレ一 卜、ポ リエチレンナフタレ一 卜、シクロォレフィ

ンポ リマ一、 卜リアセチルセルロース、ポ リイミ ド、セル口一スァシレ一 卜

などが挙げられる。

また、本発明の積層粘着シ一 卜によって貼合される一対の光学部材として

は、タツチパネルの内部における I T O フイルム同士の貼合、 I T O フィル

厶と I T O ガラスとの貼合、タツチパネルの I T 〇フイルムと液晶パネルと

の貼合、カバ一ガラスと I T O フイルムとの貼合、カバ一ガラスと加飾フィ

ル厶との貼合などが挙げられる。

実施例

[0055] 以下に実施例と比較例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。

以下の実施例に示す材料、使用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明

の趣旨を逸脱 しない限り適宜変更することができる。 したがって、本発明の

範囲は以下に示す具体例により限定的に解釈されるべきものではない。

[0056] (第 1 の粘着剤層に含まれる粘着剤組成物 （A ) の作製）

非架橋性ァクリル酸エステル単位としてァクリル酸 2 —ェチルへキシル 8

0 質量部、アクリル酸イソボルニル 1 7 質量部、架橋性官能基を有するァク

リル単量体単位としてァクリル酸 4 —ヒドロキシプチル 3 質量部を公知の溶



媒重合法によって重合反応させ、ァクリル酸エステル共重合体溶液を得た。

このァクリル酸エステル共重合体溶液を粘着主剤とする粘着剤溶液を粘着剤

組成物 （A ) とした。

剥離シ一 卜として、 P E T フイルムに剥離剤層を備えた剥離フイルム 〔王

子エフテックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、この剥離

シ一 卜の剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （A ) の溶液をナイフコ一タにより

塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、厚み 1 O O mの粘着剤層を形成 し、

誘電率測定システム （東陽テク二力製 1 2 6 0 型）によりJ I S - C - 1

3 8 に基づいて比誘電率を測定 し、検出したところ、周波数 1 M H z におけ

る比誘電率 ε ，は 2 . 6 であった。

[0057] (第 2 の粘着剤層に含まれる粘着剤組成物 （Β ) の作製）

非架橋性ァクリル酸エステル単位としてァクリル酸メチル 4 0 質量部、ァ

クリル酸プチル 4 0 質量部、架橋性官能基を有するァクリル単量体単位とし

てァクリル酸 2 —ヒドロキシェチル 2 0 質量部を公知の溶媒重合法によって

重合反応させ、アクリル酸エステル共重合体溶液を得た。このアクリル酸ェ

ステル共重合体溶液を粘着主剤とする粘着剤溶液を粘着剤組成物 （Β ) とし

た。

剥離シ一 卜として、 Ρ Ε Τ フイルムに剥離剤層を備えた剥離フイルム 〔王

子エフテックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、この剥離

シ一 卜の剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （B ) の溶液をナイフコ一タにより

塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、厚み 1 0 0 斗mの粘着剤層を形成 し、比

誘電率を測定 したところ周波数 1 M H z における比誘電率 ε 2は 5 . 4 であつ

た。

[0058] (第 1 の粘着剤層に含まれる粘着剤組成物 （C ) の作製）

アクリル酸 2 _ ェチルへキシル 8 0 質量部、アクリル酸イソボルニル 1 7

質量部、アクリル酸 4 _ ヒドロキシプチル 3 質量部を公知の塊状重合法によ

つて重合反応させ、アクリル酸エステル共重合体を得た。このアクリル酸ェ

ステル共重合体 1 0 0 質量部に対 して反応性希釈剤としてアクリル酸 2 _ ェ



チルへキシル 3 0 質量部、アクリル酸イソォクチル 2 0 質量部、光重合開始

剤 0 . 5 質量部を加えて調整 した粘着剤シロップを粘着剤組成物 （C ) とし

た。

剥離シ一 卜として、 P E T フイルムに剥離剤層を備えた剥離フイルム 〔王

子エフテックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、この剥離

シ一 卜の剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （C ) のシロップをナイフコ一夕に

より塗工 し、窒素雰囲気下でU V 照射機にて冷却 しながら積算光量 1 0 0 0

m J / c m2を照射 し、厚み 1 0 0 斗 mの粘着剤層を形成 した。この粘着剤層

を誘電率測定システム （東陽テク二力製 1 2 6 0 型）によりJ I S - C - 2

1 3 8 に基づいて比誘電率を測定 し、検出したところ、周波数 1 M H z にお

ける比誘電率 ε ，は 2 . 4 であった。

[0059] (第 2 の粘着剤層に含まれる粘着剤組成物 （D ) の作製）

非架橋性ァクリル酸エステル単位としてァクリル酸メチル 4 0 質量部、ァ

クリル酸プチル 4 0 質量部、架橋性官能基を有するァクリル単量体単位とし

てァクリル酸 2 —ヒドロキシェチル 2 0 質量部を公知の塊状重合法によって

重合反応させ、アクリル酸エステル共重合体を得た。このアクリル酸エステ

ル共重合体 1 0 0 質量部に対 してアクリル酸ラウリル 5 0 質量部、光重合開

始剤 0 . 5 質量部を加えて調整 した粘着剤シロップを粘着剤組成物 （D ) と

した。

剥離シ一 卜として、 Ρ Ε Τ フイルムに剥離剤層を備えた剥離フイルム 〔王

子エフテックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、この剥離

シ一 卜の剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （D ) のシロップをナイフコ一夕に

より塗工 し、窒素雰囲気下でU V 照射機にて冷却 しながら積算光量 1 0 0 0

m J / c m2を照射 し、厚み 1 0 0 斗 mの粘着剤層を形成 した。この粘着剤層

を誘電率測定システム （東陽テク二力製 1 2 6 0 型）によりJ I S - C - 2

1 3 8 に基づいて比誘電率を測定 し、検出したところ、周波数 1 M H z にお

ける比誘電率 ε ，は 5 . 8 であった。

[0060] (実施例 1 ) 積層粘着シー 卜の作製



粘着剤組成物 （A ) と （B ) を用いて比誘電率が 3 . 5 である積層粘着シ

— 卜を作製するために、式 （1 ) を用いて、第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤

層の厚 さの比 を算出 した。算出 した厚みの比は 「（第 1 の粘着剤増の厚み）

： (第 2 の粘着剤層の厚み） = 1 : 1 」であったため、下記のように して、

第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層を形成 した。

[0061 ] 第 1 の剥離シ一 卜と して、 P E T フイルムに剥離剤層を備えた剥離 フィル

厶 〔王子エフテ ックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、そ

の第 1 の剥離シー トの剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （A ) の溶液 をナイフ

コ一タにより塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、厚み 5 0 m の第 1 の粘着

剤層を形成 した。

[0062] 第 2 の剥離シ一 卜と して、 P E T フイルムに剥離剤層を備えた剥離 フィル

厶 〔王子エフテ ックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、そ

の第 2 の剥離シー トの剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （B ) の溶液 をナイフ

コ一タにより塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、厚み 5 0 m の第 2 の粘着

剤層を形成 した。

[0063] 上記第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層が接するように重ね、圧着 させた。

このように して、粘着剤層の厚みが 1 0 0 斗 mの剥離シ一 卜付 き積層粘着シ

— 卜を得た。

[0064] (実施例 2 )

粘着剤組成物 （A ) と （B ) を用いて比誘電率が 4 . 3 である積層粘着シ

— 卜を作製するために、式 （1 ) を用いて、第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤

層の厚みの比 を算出 した。算出 した厚みの比は 「（第 1 の粘着剤増の厚み）

： (第 2 の粘着剤層の厚み） = 1 : 3 」であったため、第 1 の粘着剤層の厚

みを 2 5 斗 m と第 2 の粘着剤層の厚みを 7 5 斗 m に した以外は実施例 1 と同

様 に して、粘着剤層の厚みが 1 O O mの剥離シ一 卜付 き積層粘着シ一 卜を

得た。

[0065] (実施例 3 )

粘着剤組成物 （A ) と （B ) を用いて比誘電率が 3 . 0 である積層粘着シ



— 卜を作製するために、式 （1 ) を用いて、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤

層の厚みの比を算出した。算出した厚みの比は 「（第 1 の粘着剤増の厚み）

： (第 2 の粘着剤層の厚み）= 3 : 1 」であったため、第 1 の粘着剤層の厚

みを 7 5 斗 mと第 2 の粘着剤層の厚みを2 5 斗 mにした以外は実施例 1 と同

様にして、粘着剤層の厚みが 1 O O mの剥離シ一 卜付き積層粘着シ一 卜を

得た。

[0066] (実施例 4 ) U V 硬化系粘着剤組成物を用いた積層粘着シー 卜の作製

粘着剤組成物 （C ) と （D ) を用いて比誘電率が 3 . 5 である積層粘着シ

— 卜を作製するために、式 （1 ) を用いて、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤

層の厚さの比を算出した。算出した厚みの比は 「（第 1 の粘着剤増の厚み）

： (第 2 の粘着剤層の厚み）= 0 . 9 : 1 . 1 」であったため、下記のよう

にして、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層を形成 した。

[0067] 第 1 の剥離シ一 卜として、 P E T フイルムに剥離剤層を備えた剥離フィル

厶 〔王子エフテックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、そ

の第 1 の剥離シー トの剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （C ) のシロップをナ

ィフコータにより塗工 し、窒素雰囲気下でU V 照射機にて冷却 しながら積算

光量 1 0 0 0 m J / c m2を照射 し、厚み4 5 mの粘着剤層を形成 した。

[0068] 第 2 の剥離シ一 卜として、 P E T フイルムに剥離剤層を備えた剥離フィル

厶 〔王子エフテックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、そ

の第 2 の剥離シー トの剥離剤層に、上記粘着剤組成物 （D ) の溶液をナイフ

コ一タにより塗工 し、窒素雰囲気下でU V 照射機にて冷却 しながら積算光量

1 0 0 0 m J / c m2を照射 し、厚み 5 5 mの粘着剤層を形成 した。

[0069] 上記第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤層が接するように重ね、圧着させた。

このようにして、粘着剤層の厚みが 1 0 0 斗 mの剥離シ一 卜付き積層粘着シ

— 卜を得た。

[0070] (実施例 5 )

粘着剤組成物 （C ) と （D ) を用いて比誘電率が4 . 4 である積層粘着シ

— 卜を作製するために、式 （1 ) を用いて、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤



層の厚みの比を算出した。算出した厚みの比は 「（第 1 の粘着剤増の厚み）

： (第 2 の粘着剤層の厚み）= 1 : 4 」であったため、第 1 の粘着剤層の厚

みを 2 0 斗 m と第 2 の粘着剤層の厚みを 8 0 斗 mにした以外は実施例 4 と同

様にして、粘着剤層の厚みが 1 O O mの剥離シ一 卜付き積層粘着シ一 卜を

得た。

[0071 ] (実施例 6 )

粘着剤組成物 （C ) と （D ) を用いて比誘電率が 3 . 0 である積層粘着シ

— 卜を作製するために、式 （1 ) を用いて、第 1 の粘着剤層と第 2 の粘着剤

層の厚みの比を算出した。算出した厚みの比は 「（第 1 の粘着剤増の厚み）

： (第 2 の粘着剤層の厚み）= 6 . 5 : 3 . 5 」であったため、第 1 の粘着

剤層の厚みを 6 5 斗 m と第 2 の粘着剤層の厚みを 3 5 m にした以外は実施

例 4 と同様にして、粘着剤層の厚みが 1 O O mの剥離シ一 卜付き積層粘着

シ一 卜を得た。

[0072] (比誘電率の測定）

実施例で得られた積層粘着シ一 卜の周波数 1 M H z における比誘電率を測

定したところ、表 1 の結果となった。なお、理論比誘電率とは式 （1 ) によ

つて求めた値である。

[0073] [数3]

∑ n -

[0074] 式 （1 ) 中、 ε は、積層粘着シー ト全体の比誘電率を表 し、 d は、積層粘

着シ一 卜全体の厚みを表す。また、 ε πは、各粘着剤層の比誘電率を表 し、 d

は、各粘着剤層の厚みを表す。なお、 n は、粘着剤層の層数を表す。

[0075]



[ 表 1]

表 1 の結果か ら式 （1 ) か ら求めた比誘電率 と実測の比誘電率 はよ く一致

している。 このように、計算式 （1 ) を用いることによ り、所望の比誘電率



を有する積層粘着シ一 卜を容易に製造することが可能 となる。

[0077] さ らに、第 3 の粘着剤層を有する積層粘着シ一 卜を作製 した。

[0078] (粘着剤組成物 （1 ) の作製）

非架橋性 ァク リル酸エステル単位 と してァク リル酸 メチル 4 0 質量部、 ァ

ク リル酸 プチル 4 0 質量部、架橋性官能基 を有するァク リル単量体単位 と し

てァク リル酸 4 —ヒ ドロキシプチル 2 0 質量部 を公知の溶媒重合法によって

重合反応させ、 アク リル酸エステル共重合体溶液 を得た。 このアク リル酸ェ

ステル共重合体溶液 を粘着主剤 とする粘着剤溶液 を粘着剤組成物 （1 ) と し

た。

[0079] (粘着剤組成物 （2 ) の作製）

非架橋性 ァク リル酸エステル単位 と してァク リル酸 2 —ェチルへキシル 6

0 質量部、 アク リル酸イソボルニル 3 8 質量部、架橋性官能基 を有するァク

リル単量体単位 と してァク リル酸 4 —ヒ ドロキシプチル 2 質量部 を公知の溶

媒重合法によって重合反応させ、 ァク リル酸エステル共重合体溶液 を得た。

このァク リル酸エステル共重合体溶液 を粘着主剤 とする粘着剤溶液 を粘着剤

組成物 （2 ) と した。

[0080] (粘着剤組成物 （3 ) の作製）

非架橋性 ァク リル酸エステル単位 と してァク リル酸 メチル 3 0 質量部、 ァ

ク リル酸 プチル 6 0 質量部、架橋性官能基 を有するァク リル単量体単位 と し

てアク リル酸 4 —ヒ ドロキシプチル 1 0 質量部 を公知の溶媒重合法によって

重合反応させ、 アク リル酸エステル共重合体溶液 を得た。 このアク リル酸ェ

ステル共重合体溶液 を粘着主剤 とする粘着剤溶液 を粘着剤組成物 （3 ) と し

た。

[0081 ] (実施例 7 ) 3 層の粘着剤層を有する積層粘着シ一 卜7 の作製

( ) 第 2 の粘着剤層の作製

第 1 の剥離シ一 卜と して、 P E T フィル厶に剥離剤層を備えた剥離 フィル

厶 〔王子エフテ ックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、そ

の第 1 の剥離シ一 卜の剥離剤層に、上記粘着剤 （2 ) の溶液 をナイフコ一タ



により塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、第 2 の粘着剤層を形成 した。形成

された第 2 の粘着剤層の周波数 1 0 0 H z における比誘電率 ε 「は4 . 5 であ

つた。

なお、積層粘着シ一 卜7 全体の比誘電率を5 . 5 とするために、第 1 の粘

着剤層の厚みと比誘電率及び第 3 の粘着剤層の厚みと比誘電率から式 （1 )

を用いて第 2 の粘着剤層の最適な厚みを求めた結果、 5 1 斗 mの厚みとなる

ように第 2 の粘着剤 （2 ) を塗工 した。

[0082] ( 2 ) 第 1 の粘着剤層の作製

第 2 の剥離シ一 卜として P E T フイルムに前述の第 1 の剥離シ一 卜より剥

離性の低い剥離剤層を備えた剥離フイルム 〔王子エフテ ックス （株）製、 3

8 m R L - 0 7 ( 2 ) 〕を用意 し、その第 2 の剥離シ一 卜の剥離剤層に、

厚みが 2 5 斗 mとなるように上記の粘着剤 （1 ) の溶液をナイフコ一タによ

り塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、第 1 の粘着剤層を形成 した。形成され

た第 1 の粘着剤層の周波数 1 0 0 H z における比誘電率 ε 「は 7 . 1 であった

[0083] ( 3 ) 第 3 の粘着剤層の作製

第 3 の剥離シ一 卜として、第 1 の剥離フイルムと同じ剥離フイルム 〔王子

エフテ ックス （株）製、 3 8 m R L _ 0 7 ( L ) 〕を用意 し、その第 3 の

剥離シ一 卜の剥離剤層に、厚みが 2 5 m となるように上記粘着剤 （1 ) の

溶液をナイフコ一タにより塗工 し、 1 0 0 °C、 3 分間加熱 し、第 3 の粘着剤

層を形成 した。形成された第 3 の粘着剤層の周波数 1 O O H z における比誘

電率 ε 「は 7 . 1 であった。

[0084] ( 4 ) 積層粘着シー トの作製

上記第 2 の粘着剤層と第 1 の粘着剤層とが接するように重ね、圧着 した後

、第 1 の剥離シー トを剥が して第 2 の粘着剤層を露出させて、第 2 の粘着剤

層と第 3 の粘着剤層と接するように重ね、圧着 した後、剥離シー ト付き積層

粘着シ一 卜7 を得た。積層粘着シ一 卜7 の各層の厚みと比誘電率は表 2 の通

りである。



[0085] [表2]

[0086] (積層粘着シー 卜の比誘電率の測定）

上記積層粘着シ一 卜7 の周波数 1 0 0 k H z における比誘電率を測定した

ところ、得られた積層粘着シ一 卜7 全体の周波数 1 O O H z における比誘電

率 ε 「は5 . 4 であった。表 3 には、積層粘着シ一 卜7 の周波数 1 O O H z に

おける比誘電率の水素口と実測値を示 した。

[0087] [表3]

[0088] 表 3 の通り、第 2 の粘着剤層に比誘電率の低い粘着剤層を形成 し、かつそ

の厚みを調整することで、積層粘着シ一 卜7 の全体の比誘電率は、推測値に

ほぼ近い実測値を得ることができた。つまり、所望の比誘電率を有する積層

粘着シ一 卜が得られたといえる。

[0089] (実施例 8 ) 積層粘着シー 卜8 の作製

第 1の粘着剤層に粘着剤 （1 ) 、第 2 の粘着剤層に粘着剤 （2 ) 、第 3 の

粘着剤層に粘着剤 （3 ) を使用して、実施例 7 と同様の方法で積層粘着シー

卜8 を作製 した。なお、積層粘着シ一 卜8 の比誘電率を5 . 0 とするために

、第 1の粘着剤層の厚みと比誘電率、及び第3 の粘着剤層の厚みと比誘電率



か ら式 （1 ) を用いて第 2 の粘着剤層の最適な厚みを求めた結果、 1 O O

mの厚み となるように粘着剤 （2 ) を塗工 した。

[0090] (実施例 9 ) 積層粘着シー 卜9 の作製

第 1 の粘着剤層に粘着剤 （3 ) 、第 2 の粘着剤層に粘着剤 （1 ) 、第 3 の

粘着剤層に粘着剤 （2 ) を使用 した他 は、実施例 8 と同様 に して積層粘着シ

— 卜9 を作製 した。

なお、積層粘着シ一 卜9 全体の比誘電率 ε 「を 6 . 3 とするために、第 1 の粘

着剤層の厚み と比誘電率、及び第 3 の粘着剤層の厚み と比誘電率か ら式 （1

) を用いて第 2 の粘着剤層の最適な厚みを求めた結果、 l O O mの厚み と

なるように粘着剤 （1 ) を塗工 した。

積層粘着シ一 卜8 および 9 の各層の厚み と比誘電率は表 4 の通 りである。

[0091 ] [ 表4]

[0092] (積層粘着シー 卜の比誘電率の測定）

上記積層粘着シ一 卜8 及び 9 の周波数 1 0 0 k H z における比誘電率 を測

定 したところ、表 5 の結果 となった。

[0093] [ 表 5]

[0094] 表 5 の通 り、全ての粘着剤層において比誘電率が異なる場合であっても、

粘着剤層の比誘電率 と厚みをコ ン トロール することで、積層粘着シ一 卜全体



の比誘電率を自由に調製することが可能であつた。

産業上の利用可能性
[0095] 本発明によれば、積層粘着シートにおいて比誘電率をより正確に制御する

方法を提供することができる。このため、本発明では、所望の比誘電率を有

する積層粘着シートを得ることができる。本発明の積層粘着シ一卜は光学部

材同士の貼合、例えばタツチパネルセンサ一内の I T Oフイルム同士の貼合

や、タツチパネルモジュールと液晶モジュールとの貼合に有用である。

符号の説明
[0096] 1 第 1の粘着剤層

第 2 の粘着剤層

3 第3 の粘着剤層

5 樹脂層

0 積層粘着シ一卜



請求の範囲

少な くとも第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層 を有する積層粘着 シ一

卜であ って、前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の周波数 1 M

H z における比誘電率の差の絶対値が 0 . 5 以上であることを特徴 と

する積層粘着 シ一 卜。

少な くとも第 1 の粘着剤層 と第 2 の粘着剤層 を有する積層粘着 シ一

卜であ って、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 未満の第 1 の粘着

剤層 と、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 以上の第 2 の粘着剤層

を有することを特徴 とする請求項 1 に記載の積層粘着 シ一 卜。

前記第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率が 3 未満で

あることを特徴 とする請求項 1 又 は 2 に記載の積層粘着 シ一 卜。

前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の各層の厚みが 1 0 m

以上であることを特徴 とする請求項 1 〜 3 のいずれか 1 項 に記載の積

層粘着 シ一 卜。

前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の厚みの比 は、 1 : 9 9

〜 9 9 ：1 であることを特徴 とする請求項 1 〜 4 のいずれか 1 項 に記

載の積層粘着 シ一 卜。

前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層は、 アク リル系粘着剤層

であることを特徴 とする請求項 1 〜 5 のいずれか 1 項 に記載の積層粘

着 シ一 卜。

前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層は、 （メタ）アク リル酸

エステル を含む ことを特徴 とする請求項 1 〜 6 のいずれか 1 項 に記載

の積層粘着 シ一 卜。

さ らに第 3 の粘着剤層 を有することを特徴 とする請求項 1 〜 7 のい

ずれか 1 項 に記載の積層粘着 シ一 卜。

さ らに樹脂層 を有することを特徴 とする請求項 1 〜 8 のいずれか 1

項 に記載の積層粘着 シー 卜。

前記樹脂層は、前記第 1 の粘着剤層 と前記第 2 の粘着剤層の間に設



け られることを特徴 とする請求項 9 に記載の積層粘着 シ一 卜。

前記樹脂層の上 に前記第 1 の粘着剤層が積層 され、前記第 1 の粘着

剤層 を介 して前記樹脂層 とは反対側 に前記第 2 の粘着剤層が積層 され

ることを特徴 とする請求項 9 に記載の積層粘着 シ一 卜。

前記樹脂層の周波数 1 M H z における比誘電率が 2 〜 1 0 であるこ

とを特徴 とする請求項 9 〜 1 1 のいずれか 1 項 に記載の積層粘着 シ一

請求項 1 〜 1 2 のいずれか 1 項 に記載の積層粘着 シ一 卜が、少な く

とも 1 つの光学部材 に貼着 され形成 されることを特徴 とする積層体。

前記光学部材の少な くとも 1 つが I T O ガラス又は I T O フイルム

であることを特徴 とする請求項 1 3 に記載の積層体。

少な くとも 2 層の粘着剤層 を有する積層粘着 シー 卜の比誘電率 を調

整する方法であ って、

前記積層粘着 シ一 卜は、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 未満

の第 1 の粘着剤層 と、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 以上の第

2 の粘着剤層 を有 し、

第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚み と、第

2 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚みをそれぞれ

調整することによって、前記積層粘着 シー 卜の比誘電率 を調整するこ

とを特徴 とする比誘電率調整方法。

前記第 1 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚み と

、前記第 2 の粘着剤層の周波数 1 M H z における比誘電率及び厚みは

、下記式 （1 ) を用いて調整 されることを特徴 とする請求項 1 5 に記

載の比誘電率調整方法。

[数 1]



(式 （1 ) 中、 ε は、積層粘着 シー ト全体の比誘電率 を表 し、 d は、

積層粘着 シ一 卜全体の厚みを表す。 また、 ε πは、各粘着剤層の比誘

電率 を表 し、 d nは、各粘着剤層の厚みを表す。なお、 n は、粘着剤

層の層数 を表す。）

[ 請求項 17] 前記式 （1 ) において、 ，〜 。が固定されている条件下で、特定

の ε となるように、 d ，〜 d nを決定することを特徴 とする請求項 1 6

に記載の比誘電率調整方法。

[ 請求項 18] 前記式 （1 ) において、 ε πと d nが固定されている条件下で、 ε ，〜

と、 d ，〜 之 を決定することを特徴 とする請求項 1 6 に記載の比

誘電率調整方法。

[ 請求項 19] 前記式 （1 ) において、 n は 2 であることを特徴 とする請求項 1 6

〜 1 8 のいずれか 1 項 に記載の比誘電率調整方法。

[ 請求項20] 少な くとも 2 層の粘着剤層 を有する積層粘着 シ一 卜の製造方法であ

つて、請求項 1 6 〜 1 9 のいずれか 1 項 に記載の比誘電率調整方法 に

よって積層粘着 シ一 卜の比誘電率 を調節することを特徴 とする積層粘

着 シ一 卜の製造方法。
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